
２０１９／０９／３０　２０：０１　現在の情報です。 
　 
これは閉鎖された登記簿です。 
　 
　東京都渋谷区恵比寿四丁目２０番３号 
　オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社 
 
┏━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┓ 
┃会社法人等番号　│　０１１０－０１－０３０８５２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃商　号　　　　　│　ボディソニック株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┬─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　オメガ・プロジェクト株式会社　　　　　　　　│平成１２年　７月　１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　オメガプロジェクト・ホールディングス株式会　│平成１７年　４月　１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃本　店　　　　　│　東京都渋谷区渋谷一丁目２４番６号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┬─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都渋谷区桜丘町３１番１０号　　　　　　　│平成１３年１１月３０日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１１月３０日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都渋谷区神宮前二丁目２６番６号　　　　　│平成１５年　９月１２日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都渋谷区神宮前二丁目２５番４号　　　　　│平成１６年　８月　３日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都渋谷区恵比寿四丁目２０番３号　　　　　│平成１６年１２月２４日移転┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃公告をする方法　│　日本経済新聞に掲載してする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┬─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　本会社の公告は、電子公告により行う。　　　　│平成１７年　６月２４日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｏｍｅｇａ．ｃｏ．ｊ　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　ｐ／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　ただし、電子公告によることができないやむを　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　載する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　本会社の公告方法は、電子公告により行う。　　│平成１８年　６月２７日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｏｍｅｇａ．ｃｏ．ｊ　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　ｐ／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　ただし、電子公告によることができない事故そ　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　の他やむを得ない事由が生じた場合は、東京都　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　において発行する日本経済新聞に掲載する。　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┼─────────────┨ 
┃貸借対照表に係る│　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｏｍｅｇａ．ｃｏ．ｊ　│平成１５年　５月　５日設定┃ 
┃情報の提供を受け│　ｐ／ｉｒ／ＩＲ．ｈｔｍ　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃るために必要な事│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃項　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｏｍｅｇａ．ｃｏ．ｊ　│平成１６年　４月１２日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　ｐ／ｉｎｄｅｘ．ｐｈｐ？ｖｉｅｗ＝ｉｒ＆ｓ　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　ｕｂ＝ｚａｉｍｕ　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃会社成立の年月日│　昭和５１年１月２４日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃目　的　　　　　│　　１．スポーツ施設、レジャー施設、ホテル、商業ビル、マンション、病院等　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　に対する情報機器のシステム開発、企画、設計、施工、監理及びコンサ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ルタント業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２．健康機器の企画開発、設計及び販売並びにそのコンサルタント業務　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　３．電子装置、機械器具及びその附属品、部品、材料等の製造販売　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　４．電気機器、電子機器、電子計算機、事務用機器、計測機器、光学用機器　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　、精密機械器具、照明機器、車輌工作機械、医療機器、家具什器備品、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　商業用設備等各種動産の売買、賃貸借、管理　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５．電気工事業及び電気通信工事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６．土木建築工事の請負、設計、施工及び監理　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７．不動産の売買、賃貸借、管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８．飲食店経営　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９．下記物品の製造、卸売、輸出入並びに販売　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　（１）衣料用繊維製品、装飾装身具、化粧品　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（２）授乳用品、ベビーフーズ、乳幼児用雑貨・衛生用品・入浴用品並び　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　に食器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（３）乳幼児用寝具・家具・靴その他履物　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（４）玩具、知育玩具並びに屋内・屋外遊戯器具　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（５）ベビーカー並びに自転車等の乳幼児用乗物　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１０．結婚式・披露宴その他セレモニーの企画、提案並びに運営　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１１．結婚式場の経営、披露宴・パーティー会場の紹介並びに斡旋　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１２．式服・礼服その他ブライダル関連商品の企画、製造、販売並びにレンタ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１３．外国語教室の経営、翻訳並びに通訳・外国語講師の養成、紹介、派遣　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１４．労働者派遣法に基づく人材の派遣　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１５．書籍の出版、企画、販売、輸出入及びレンタル　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１６．ビデオテープ、コンパクトディスク、語学教材用テープ、音楽テープ、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　マイクロディスク、レコード盤等の企画、制作、販売、輸出入並びにレ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ンタル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１７．広告業及び広告代理業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（１）広告・宣伝の企画並びに制作業務　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（２）マーケティングリサーチ及び販売促進に関する情報の調査・収集　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　並びに提供業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（３）経営コンサルティング業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（４）電装広告・ネオン広告塔及び屋内外広告物の設計、施工並びに管　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１８．旅行業及び旅行代理業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１９．遊技場の企画、設計、施工、管理、運営並びにコンサルタント業務　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２０．コンピューターソフトウエアの企画、制作、販売、輸出入、レンタル並　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　びにリース　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２１．インターネットのアクセスサービス業務並びに情報提供サービス業務　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２２．テレビジョン、その他の一般放送事業　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２３．放送用ケーブルを利用した通信事業　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２４．ビタミン等の栄養素を補給した栄養補助食品及びロイヤルゼリー・高麗　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　人参等の健康食品の製造・販売業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２５．映像関連ソフトの企画・制作、及び販売　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２６．映像関連ソフトの著作権の管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２７．映像関連ソフトのマーケティング（購入、配給、興行、輸出入、斡旋、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　仲介）業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２８．各種情報提供サービス業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２９．損害保険代理業、並びに生命保険の募集に関する業務　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３０．前各号に附帯または関連する一切の事業　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　１．スポーツ施設、レジャー施設、ホテル、商業ビル、マンション、病院等　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　に対する情報機器のシステム開発、企画、設計、施工、監理及びコンサ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ルタント業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２．健康機器の企画開発、設計及び販売並びにそのコンサルタント業務　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　３．電子装置、機械器具及びその附属品、部品、材料等の製造販売　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　４．電気機器、電子機器、電子計算機、事務用機器、計測機器、光学用機器　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　、精密機械器具、照明機器、車輌工作機械、医療機器、家具什器備品、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　商業用設備等各種動産の売買、賃貸借、管理　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５．電気工事業及び電気通信工事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６．土木建築工事の請負、設計、施工及び監理　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７．不動産の売買、賃貸借、管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８．飲食店経営　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９．下記物品の製造、卸売、輸出入並びに販売　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（１）衣料用繊維製品、装飾装身具、化粧品　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（２）授乳用品、ベビーフーズ、乳幼児用雑貨・衛生用品・入浴用品並び　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　に食器　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（３）乳幼児用寝具・家具・靴その他履物　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（４）玩具、知育玩具並びに屋内・屋外遊戯器具　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（５）ベビーカー並びに自転車等の乳幼児用乗物　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１０．結婚式・披露宴その他セレモニーの企画、提案並びに運営　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１１．結婚式場の経営、披露宴・パーティー会場の紹介並びに斡旋　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１２．式服・礼服その他ブライダル関連商品の企画、製造、販売並びにレンタ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１３．外国語教室の経営、翻訳並びに通訳・外国語講師の養成、紹介、派遣　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１４．労働者派遣法に基づく人材の派遣　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１５．書籍の出版、企画、販売、輸出入及びレンタル　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１６．ビデオテープ、コンパクトディスク、語学教材用テープ、音楽テープ、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　マイクロディスク、レコード盤等の企画、制作、販売、輸出入並びにレ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ンタル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１７．広告業及び広告代理業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（１）広告・宣伝の企画並びに制作業務　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（２）マーケティングリサーチ及び販売促進に関する情報の調査・収集　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　並びに提供業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（３）経営コンサルティング業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（４）電装広告・ネオン広告塔及び屋内外広告物の設計、施工並びに管　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１８．旅行業及び旅行代理業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　１９．遊技場の企画、設計、施工、管理、運営並びにコンサルタント業務　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２０．コンピューターソフトウエアの企画、制作、販売、輸出入、レンタル並　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　びにリース　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２１．インターネットのアクセスサービス業務並びに情報提供サービス業務　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２２．テレビジョン、その他の一般放送事業　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２３．放送用ケーブルを利用した通信事業　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２４．ビタミン等の栄養素を補給した栄養補助食品及びロイヤルゼリー・高麗　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　人参等の健康食品の製造・販売業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２５．映像関連ソフトの企画・制作、及び販売　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２６．映像関連ソフトの著作権の管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２７．映像関連ソフトのマーケティング（購入、配給、興行、輸出入、斡旋、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　仲介）業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２８．各種情報提供サービス業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２９．損害保険代理業、並びに生命保険の募集に関する業務　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３０．携帯電話の製造並びに売買　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３１．コンピュータの周辺機器の製造並びに売買　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３２．通信システムによる情報の収集並びに提供　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３３．前各号に附帯または関連する一切の事業　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１１年　６月２９日変更　　平成１１年　７月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　１．スポーツ施設、レジャー施設、ホテル、商業ビル、マンション、病院等　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　に対する情報機器のシステム開発、企画、設計、施工、監理及びコンサ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ルタント業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２．健康機器の企画開発、設計及び販売並びにそのコンサルタント業務　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　３．電子装置、機械器具及びその附属品、部品、材料等の製造販売　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　４．電気機器、電子機器、電子計算機、事務用機器、計測機器、光学用機器　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　、精密機械器具、照明機器、車輛工作機械、医療機器、家具什器備品、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　商業用設備等各種動産の売買、賃貸借、管理　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５．電気工事業及び電気通信工事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６．不動産の売買、賃貸借、仲介及び監理　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７．労働者派遣法に基づく人材の派遣　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８．書籍の出版、企画、販売、輸出入並びにレンタル　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９．語学教材用テープ・コンパクトディスク・ビデオの企画、制作、販売、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　輸出入並びにレンタル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１０．広告業及び広告代理店業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（１）広告・宣伝の企画並びに製作業務　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（２）マーケティングリサーチ及び販売促進に関する情報の調査・収集　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（３）経営コンサルティング業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（４）電装広告・ネオン広告塔及び屋内広告物の設計、施工並びに管理　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１１．コンピューターソフトウエアの企画、制作販売、輸出入、レンタル並び　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　にリース　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１２．インターネットのアクセスサービス業務並びに情報提供サービス業務　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１３．テレビジョン、その他の一般放送事業　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１４．放送用ケーブルを利用した通信事業　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１５．映像関連ソフトの企画・制作及び販売　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１６．映像関連ソフトの著作権の管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１７．映像関連ソフトのマーケンティング（購入、配給、興行、輸出入、斡旋　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　、仲介）業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１８．各種情報提供サービス業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１９．損害保険代理業並びに生命保険の募集に関する業務　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２０．携帯電話の製造並びに売買　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２１．コンピュータの周辺機器の製造並びに売買　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２２．通信システムによる情報の収集並びに提供　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２３．音楽著作権の管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２４．音楽著作物の利用の開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２５．コンパクトディスク、ミュージックテープ、ビデオなどの原盤の企画・　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　製作　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２６．楽譜の出版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２７．前各号に附帯する一切の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１２年　６月２９日変更　　平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　１．スポーツ施設、レジャー施設、ホテル、商業ビル、マンション、病院等　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　に対する情報機器のシステム開発、企画、設計、施工、監理及びコンサ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ルタント業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２．健康機器の企画開発、設計及び販売並びにそのコンサルタント業務　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　３．電子装置、機械器具及びその附属品、部品、材料等の製造販売　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　４．電気機器、電子機器、電子計算機、事務用機器、計測機器、光学用機器、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　精密機械器具、照明機器、車輛工作機械、医療機器、家具什器備品、商　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　業用設備等各種動産の売買、賃貸借、管理　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５．電気工事業及び電気通信工事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６．不動産の売買、賃貸借、仲介及び監理　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７．労働者派遣法に基づく人材の派遣　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８．書籍の出版、企画、販売、輸出入並びにレンタル　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９．語学教材用テープ・コンパクトディスク・ビデオの企画、制作、販売、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　輸出入並びにレンタル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１０．広告業及び広告代理店業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（１）広告・宣伝の企画並びに製作業務　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　（２）マーケティングリサーチ及び販売促進に関する情報の調査・収集　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（３）経営コンサルティング業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（４）電装広告・ネオン広告塔及び屋内広告物の設計、施工並びに管理　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１１．コンピューターソフトウエアの企画、制作販売、輸出入、レンタル並び　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　にリース　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１２．インターネットのアクセスサービス業務並びに情報提供サービス業務　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１３．テレビジョン、その他の一般放送事業　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１４．放送用ケーブルを利用した通信事業　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１５．映像関連ソフトの企画・制作及び販売　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１６．映像関連ソフトの著作権の管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１７．映像関連ソフトのマーケンティング（購入、配給、興行、輸出入、斡旋、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　仲介）業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１８．各種情報提供サービス業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１９．損害保険代理業並びに生命保険の募集に関する業務　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２０．携帯電話の製造並びに売買　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２１．コンピュータの周辺機器の製造並びに売買　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２２．通信システムによる情報の収集並びに提供　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２３．音楽著作権の管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２４．音楽著作物の利用の開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２５．コンパクトディスク、ミュージックテープ、ビデオなどの原盤の企画・　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　製作　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２６．楽譜の出版　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２７．有価証券の売買　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２８．国内外の企業の合併、提携、営業権の譲渡に関する業務　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２９．前各号に附帯する一切の業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　６月２７日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　１．コンピューターソフトウェアの企画、制作販売、輸出入、レンタル並び　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　にリース。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２．インターネットのアクセスサービス業務並びに情報提供サービス業務。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　３．テレビジョン、その他の一般放送事業。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　４．放送用ケーブルを利用した通信事業。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５．映像関連ソフトの企画・制作、及び販売。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６．映像関連ソフトの著作権の管理。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７．映像関連ソフトのマーケティング（購入、配給、興業、輸出入、斡旋、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　仲介）業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８．各種情報提供サービス業。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９．スポーツ施設、レジャー施設、ホテル、商業ビル、マンション、病院等　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　に対する情報機器のシステム開発、企画、設計、施工、監理及びコンサ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ルタント業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１０．不動産の売買、賃貸借、仲介及び監理。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１１．労働者派遣法に基づく人材の派遣。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１２．書籍の出版、企画、販売、輸出入並びにレンタル。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１３．語学教材用テープ・コンパクトディスク・ビデオの企画、制作、販売、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　輸出入並びにレンタル。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１４．広告業及び広告代理店業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（１）広告・宣伝の企画並びに製作業務　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（２）マーケティングリサーチ及び販売促進に関する情報の調査・収集　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　並びに提供業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（３）経営コンサルティング業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（４）電装広告・ネオン広告塔及び屋外広告物の設計、施工並びに管理　┃ 
┃　　　　　　　　│　１５．損害保険代理業務、並びに生命保険の募集に関する業務。　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１６．携帯電話の製造並びに売買。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１７．コンピューターの周辺機器の製造並びに売買。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１８．通信システムによる情報の収集並びに提供。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１９．音楽著作権の管理。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２０．音楽著作物の利用の開発。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２１．コンパクトディスク、ミュージックテープ、ビデオなどの原盤の企画・　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　製作。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２２．楽譜の出版。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２３．有価証券の売買　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２４．国内外の企業の合併、提携、営業権の譲渡に関する業務　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２５．前各号に附帯する一切の事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１６年　１月１６日変更　　平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　本会社は、次の事業を営むこと及び次の事業を営む会社の株式を保有すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　により、当該会社の事業活動を支配・管理することを目的とする。　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１．コンピューターソフトウェアの企画、制作販売、輸出入、レンタル並び　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　にリース。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２．インターネットのアクセスサービス業務並びに情報提供サービス業務。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　３．テレビジョン、その他の一般放送事業。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　４．放送用ケーブルを利用した通信事業。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５．映像関連ソフトの企画・制作、及び販売。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６．映像関連ソフトの著作権の管理。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７．映像関連ソフトのマーケティング（購入、配給、興行、輸出入、斡旋、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　仲介）業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８．各種情報提供サービス業。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　９．スポーツ施設、レジャー施設、ホテル、商業ビル、マンション、病院等　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　に対する情報機器のシステム開発、企画、設計、施工、監理及びコンサ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ルタント業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１０．不動産の売買、賃貸借、仲介及び監理。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１１．労働者派遣法に基づく人材の派遣。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１２．書籍の出版、企画、販売、輸出入並びにレンタル。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１３．語学教材用テープ・コンパクトディスク・ビデオの企画、制作、販売、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　輸出入並びにレンタル。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１４．広告業及び広告代理店業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（１）広告・宣伝の企画並びに製作業務。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（２）マーケティングリサーチ及び販売促進に関する情報の調査・収集　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　並びに提供業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（３）経営コンサルティング業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（４）電装広告・ネオン広告塔及び屋外広告物の設計、施工並びに管理。┃ 
┃　　　　　　　　│　１５．損害保険代理業務、並びに生命保険の募集に関する業務。　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１６．携帯電話の製造並びに売買。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１７．コンピューターの周辺機器の製造並びに売買。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１８．通信システムによる情報の収集並びに提供。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１９．音楽著作権の管理。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２０．音楽著作物の利用の開発。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２１．コンパクトディスク、ミュージックテープ、ビデオなどの原盤の企画・　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　製作。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２２．楽譜の出版。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２３．有価証券の売買。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２４．国内外の企業の合併、提携、営業権の譲渡に関する業務。　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２５．各種スポーツ施設、遊戯場、ホテル、ウィークリーマンションその他宿　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　泊施設及び飲料店の経営並びに賃貸及び利用の斡旋。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２６．造園工事等の企画、設計、監理並びに請負。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２７．宅地造成並びに不動産分譲。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２８．動産（消耗品を除く）の賃貸及び総合リース業務。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２９．不動産に関するコンサルタント業務。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３０．造園資材及び造園機械等の開発並びに販売。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３１．資金の立替、貸付及び債券の売買並びに会計、経理に関する事務の請負　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３２．前各号に附帯する一切の業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年　２月２５日変更　　平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　本会社は、次の事業を営むこと及び次の事業を営む会社の株式を保有すること　┃ 
┃　　　　　　　　│　により、当該会社の事業活動を支配・管理することを目的とする。　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１．コンピューターソフトウェアの企画、制作販売、輸出入、レンタル並び　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　にリース。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２．インターネットのアクセスサービス業務並びに情報提供サービス業務。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　３．テレビジョン、その他の一般放送事業。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　４．放送用ケーブルを利用した通信事業。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５．映像関連ソフトの企画・制作、及び販売。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６．映像関連ソフトの著作権の管理。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　７．映像関連ソフトのマーケティング（購入、配給、興行、輸出入、斡旋、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　仲介）業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８．各種情報提供サービス業。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９．スポーツ施設、レジャー施設、ホテル、商業ビル、マンション、病院等　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　に対する情報機器のシステム開発、企画、設計、施工、監理及びコンサ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ルタント業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１０．不動産の売買、賃貸借、仲介及び監理。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１１．労働者派遣法に基づく人材の派遣。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１２．書籍の出版、企画、販売、輸出入並びにレンタル。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１３．語学教材用テープ・コンパクトディスク・ビデオの企画、制作、販売、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　輸出入並びにレンタル。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１４．広告業及び広告代理店業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　⑴広告・宣伝の企画並びに製作業務。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　⑵マーケティングリサーチ及び販売促進に関する情報の調査・収集並び　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　に提供業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　⑶経営コンサルティング業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　⑷電装広告・ネオン広告塔及び屋外広告物の設計、施工並びに管理。　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１５．損害保険代理業務、並びに生命保険の募集に関する業務。　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１６．携帯電話の製造並びに売買。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１７．コンピューターの周辺機器の製造並びに売買。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１８．通信システムによる情報の収集並びに提供。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　１９．音楽著作権の管理。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２０．音楽著作物の利用の開発。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２１．コンパクトディスク、ミュージックテープ、ビデオなどの原盤の企画・　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　製作。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２２．楽譜の出版。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２３．有価証券の売買。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２４．国内外の企業の合併、提携、営業権の譲渡に関する業務。　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２５．各種スポーツ施設、遊戯場、ホテル、ウィークリーマンションその他宿　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　泊施設及び飲料店の経営並びに賃貸及び利用の斡旋。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２６．造園工事等の企画、設計、監理並びに請負。　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　２７．宅地造成並びに不動産分譲。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２８．動産（消耗品を除く）の賃貸及び総合リース業務。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　２９．不動産に関するコンサルタント業務。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３０．造園資材及び造園機械等の開発並びに販売。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３１．資金の立替、貸付及び債券の売買並びに会計、経理に関する事務の請負。┃ 
┃　　　　　　　　│　３２．債権の買取業。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　３３．前各号に附帯する一切の業務。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年　６月２４日変更　　平成１７年１０月２５日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃額面株式１株の金│　金５０円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃額　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┠────────┼───────────────────────┬─────────────┨ 
┃単元株式数　　　│　１００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月　１日設定┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃発行可能株式総数│　１億８９００万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┬─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　５億８６００万株　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年　６月２７日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１０億株　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　１月１６日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　１億９千万株　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月　１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃発行済株式の総数│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃並びに種類及び数│　　　４７３５万８３００株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┬─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５０４４万４７１２株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　４月　８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　３月２４日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５１４９万４７１２株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　３月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　６月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５２１１万１９９５株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　２月２７日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５７６６万６９９５株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　３月１４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　２月２８日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６２２６万６９９５株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　３月１４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６３０３万１８３１万株　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　４月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　４月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６３１１万２４７６株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　６月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６４１１万９９０株　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　６月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　８月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６４４１万３９０株　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　９月１８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　９月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６４７２万２８９０株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１０月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１０月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７２１９万９２９６株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１２月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 



┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１１月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７３０５万９６７２株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１２月１８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１２月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７３５４万９８６８株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　１月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７３６４万９８６８株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　６月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７４２４万６４株　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　９月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７６２４万６４株　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年１０月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年１０月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７７０２万４３７７株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年１１月１９日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　８３７９万６３７７株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年１１月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　８４６７万８７２９株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年１２月２０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　９３８７万８７２９株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１億４６５４万９９４１株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年　４月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１億５８６０万９９４１株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１億６８９１万９９４１株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年　６月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１億７１３８万４５５６株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年　８月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　１億９１６３万４５５６株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年　９月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　２億２０５３万４５５６株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１０月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　２億４６７８万４５５６株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１１月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　２億５１３８万４５５６株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　３月２７日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　３億２８３８万４５５６株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　３億４０１４万９２６１株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月３０日変更┃ 



┃　　　　　　　　│　　　３億８６５７万７８３２株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　８月２８日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　３億９９５７万７８３２株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　８月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　４億８６万７８３２株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　９月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　４億５０３万７８３２株　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１０月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　４億６０６万７８３２株　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　１月１３日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　４億９４０６万７８３２株　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月　１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　４９４０万６７８３株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５００３万１７８３株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５４３７万８７８３株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　７月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５４７５万７７８３株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１１月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５４８１万７７８３株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１２月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５９３３万４６５０株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１２月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　５９３３万４６５０株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　１月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６２５５万４３２４株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　２月２８日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６５８０万２４２８株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　２月２８日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６５８０万２４２８株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６８９５万６０９６株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　６８９５万６０９６株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　４月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７３９７万３１１０株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　７７１０万５２７２株　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃株券を発行する旨│　当会社の株式については、株券を発行する　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃の定め　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１７年法律第８７号第１┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６条の規定により平成１８┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　５月　１日登記　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　当会社は、株式に係る株券を発行する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　６月２７日変更　　平成１８年　８月２８日登記┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃資本金の額　　　│　金６３億４７１８万４６５０円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┬─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金６３億４７１８万４８９２円　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　４月　８日更正┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金６５億９７１８万４２６４円　　　　　　　　│平成１１年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　４月　８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金８０億４１８万４２６４円　　　　　　　　　│平成１２年　３月２４日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　３月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金８０億５４１８万４１８７円　　　　　　　　│平成１２年　６月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金８８億４１０万９１８７円　　　　　　　　　│平成１３年　２月２７日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　３月１４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金９３億７９１０万９１８７円　　　　　　　　│平成１３年　２月２８日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　３月１４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金９４億７４１０万８８５１円　　　　　　　　│平成１３年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　４月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金９４億８３１０万８８５１円　　　　　　　　│平成１３年　４月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　６月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金９６億１０万８８５１円　　　　　　　　　　│平成１３年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　６月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金９６億２２６０万８８５１円　　　　　　　　│平成１３年　８月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　９月１８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金９６億４０６０万８８５１円　　　　　　　　│平成１３年　９月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１０月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１００億３３６０万８８５１円　　　　　　　│平成１３年１０月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１２月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１００億７７６０万８８５１円　　　　　　　│平成１３年１１月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１２月１８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０１億２６０万８８５１円　　　　　　　　│平成１３年１２月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　１月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０１億７１０万８８５１円　　　　　　　　│平成１４年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０１億３６６０万８８５１円　　　　　　　│平成１４年　６月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０２億２６６０万８８５１円　　　　　　　│平成１４年　９月３０日変更┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年１０月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０２億６６６０万８８５１円　　　　　　　│平成１４年１０月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０４億８３３１万２８５１円　　　　　　　│平成１４年１１月１９日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０５億２８３１万２８５１円　　　　　　　│平成１４年１１月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０８億３１９１万２８５１円　　　　　　　│平成１４年１２月２０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１１８億４８９７万３４５５円　　　　　　　│平成１５年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１２０億９０１７万３４５５円　　　　　　　│平成１５年　４月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１２２億９６３７万３４５５円　　　　　　　│平成１５年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１２３億４２９７万３４５５円　　　　　　　│平成１５年　６月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１２７億７４７万３４５５円　　　　　　　　│平成１５年　８月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１３２億２７６７万３４５５円　　　　　　　│平成１５年　９月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１３７億１７万３４５５円　　　　　　　　　│平成１５年１０月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１３７億８２９７万３４５５円　　　　　　　│平成１５年１１月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１４３億２１９７万３４５５円　　　　　　　│平成１６年　３月２７日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１４４億２１９７万３４５５円　　　　　　　│平成１６年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１５０億７１９７万３４５５円　　　　　　　│平成１６年　４月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１５３億３１９７万３４５５円　　　　　　　│平成１６年　８月２８日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１５３億５９０６万３４５５円　　　　　　　│平成１６年　８月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１５４億４６６３万３４５５円　　　　　　　│平成１６年　９月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１５４億６８２６万３４５５円　　　　　　　│平成１６年１０月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１６５億２４２６万３４５５円　　　　　　　│平成１７年　１月１３日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０億円　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月　１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０億円　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　３月２９日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　５月１３日更正┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１０億８４３７万５０００円　　　　　　　　│平成１７年　４月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１６億４９４８万５０００円　　　　　　　　│平成１７年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１６億９４５８万６０００円　　　　　　　　│平成１７年　７月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金１７億１０６万６０００円　　　　　　　　　│平成１７年１１月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金２２億６７１７万４３７５円　　　　　　　　│平成１７年１２月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金２２億６７１７万４３７５円　　　　　　　　│平成１７年１２月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金２６億８８９１万９３７４円　　　　　　　　│平成１８年　１月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金３０億３３５４万５２８８円　　　　　　　　│平成１８年　２月２８日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金３０億３３５４万５２８８円　　　　　　　　│平成１８年　２月２８日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金３３億７１４０万５１９３円　　　　　　　　│平成１８年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金３３億７１４０万５１９３円　　　　　　　　│平成１８年　３月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金３９億３６８４万３３１４円　　　　　　　　│平成１８年　４月３０日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　金４２億３９４６万７６８０円　　　　　　　　│平成１８年　５月３１日変更┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┠────────┼───────────────────────┴─────────────┨ 
┃新株の引受権の付│　本会社は、取締役または従業員に商法第２８０条ノ１９の規定による新株引受　┃ 
┃与に関する規定　│　権を付与することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１１年　６月２９日設定　　平成１１年　７月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　６月２７日廃止　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃株主名簿管理人の│　東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃氏名又は名称及び│　三菱信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃住所並びに営業所│　東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　三菱信託銀行株式会社証券代行部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　三菱信託銀行株式会社全国本支店　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都千代田区永田町二丁目１１番１号　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　三菱信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　東京都千代田区永田町二丁目１１番１号　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　三菱信託銀行株式会社証券代行部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　三菱信託銀行株式会社全国本支店　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１２年　２月１４日変更　　平成１２年　２月１７日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都千代田区丸の内一丁目４番３号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　ユーエフジェイ信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　東京都千代田区丸の内一丁目４番３号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　ユーエフジェイ信託銀行株式会社証券代行部　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　６月２８日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　大阪市中央区北浜二丁目４番６号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　株式会社だいこう証券ビジネス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　東京都中央区日本橋兜町１４番９号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　株式会社だいこう証券ビジネス　東京支社　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１６年１２月　１日変更　　平成１６年１２月２４日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┯━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃役員に関する事項│　取締役　　　　　山　田　恭　太　　　　　　　│平成１０年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　３月３１日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　横　濱　豊　行　　　　　　　│平成１０年　６月２６日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　横　濱　豊　行　　　　　　　│平成１２年　６月２９日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　横　濱　豊　行　　　　　　　│平成１４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　横　濱　豊　行　　　　　　　│平成１６年　６月２９日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　横　濱　豊　行　　　　　　　│平成１８年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　伊　東　勝　道　　　　　　　│平成１０年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　６月２９日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　７月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　田　中　秀　勝　　　　　　　│平成　９年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　６月２９日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　７月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　武　　内　　健　　　　　　　│平成１１年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　７月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　武　　内　　健　　　　　　　│平成１３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　７月１７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　６月２７日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 



┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　宇　内　俊　輔　　　　　　　│平成１１年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　７月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　６月２９日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　木　下　泰　彦　　　　　　　│平成１２年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　木　下　泰　彦　　　　　　　│平成１４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　７月１５日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│辞任の登記　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　９月２０日抹消┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　木　下　泰　彦　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　９月２０日抹消┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│により回復　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　９月２０日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　９月２０日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　三　宅　澄　二　　　　　　　│平成１２年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　三　宅　澄　二　　　　　　　│平成１４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　７月１５日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│辞任の登記　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　９月２０日抹消┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　三　宅　澄　二　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　９月２０日抹消┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│により回復　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　９月２０日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　９月２０日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　船　井　哲　良　　　　　　　│平成１２年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　６月２８日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　７月１７日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　小　林　和　弘　　　　　　　│平成１３年　６月２８日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　７月１７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　６月２７日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　金　　民　　基　　　　　　　│平成１３年　６月２８日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　７月１７日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　金　　民　　基　　　　　　　│平成１５年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外取締役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　６月２９日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　コルピ・フェデリコ　　　　　│平成１３年　６月２８日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　７月１７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　６月２７日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　青　島　正　章　　　　　　　│平成１４年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　青　島　正　章　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外取締役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日社外┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│取締役の登記　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　青　島　正　章　　　　　　　│平成１６年　６月２９日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外取締役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　６月２４日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　宮　崎　恭　一　　　　　　　│平成１５年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１１月２６日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　近　藤　宜　彰　　　　　　　│平成１５年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外取締役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　近　藤　宜　彰　　　　　　　│平成１６年１２月２４日業務┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│執行　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　近　藤　宜　彰　　　　　　　│平成１７年　６月２４日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　鈴　木　耕　治　　　　　　　│平成１６年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　鈴　木　耕　治　　　　　　　│平成１８年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　松　澤　綾　子　　　　　　　│平成１６年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外取締役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　松　澤　綾　子　　　　　　　│平成１６年１１月　１日業務┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│執行　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　９月１５日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　山　田　芳　樹　　　　　　　│平成１６年　６月２９日就任┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外取締役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　６月２７日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　金　　民　　基　　　　　　　│平成１７年　２月２５日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　６月２４日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　取締役　　　　　　口　晴　彦　　　　　　　│平成１７年　６月２４日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　６月２７日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都世田谷区瀬田一丁目１２番３２号　　　　│平成１０年　６月２６日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　山　田　恭　太　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　３月３１日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都渋谷区神宮前三丁目１番２４－２１３号　│平成１０年　６月２６日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　横　濱　豊　行　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都渋谷区神宮前三丁目１番２４－２１３号　│平成１２年　６月２９日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　横　濱　豊　行　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都渋谷区神宮前三丁目１番２４－２１３号　│平成１４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　横　濱　豊　行　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都目黒区中目黒一丁目１０番２５－７０１　│平成１５年　４月１１日住所┃ 
┃　　　　　　　　│　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│移転　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　横　濱　豊　行　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都目黒区中目黒一丁目１０番２５－７０１　│平成１６年　６月２９日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　横　濱　豊　行　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都目黒区中目黒一丁目１０番２５－７０１　│平成１８年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　横　濱　豊　行　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都杉並区高井戸東四丁目２４番１号　　　　│平成１２年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　木　下　泰　彦　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１１月　６日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年１１月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　東京都世田谷区成城一丁目２５番１２号　　　　│平成１５年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　宮　崎　恭　一　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　８月１１日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　川崎市幸区神明町一丁目４番地２　　　　　　　│平成１７年　９月３０日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　代表取締役　　　近　藤　宜　彰　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　名　村　義　人　　　　　　　│平成　９年　６月２７日重任┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　６月２９日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　齋　藤　右　三　　　　　　　│平成１０年　６月２６日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　６月２９日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　７月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　河　田　博　弥　　　　　　　│平成１０年　６月２６日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　河　田　博　弥　　　　　　　│平成１３年　６月２８日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　７月１７日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年　６月２９日退任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　本　郷　孔　洋　　　　　　　│平成１１年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　７月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　本　郷　孔　洋　　　　　　　│平成１４年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　２月２５日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　古　曳　良　英　　　　　　　│平成１２年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　古　曳　良　英　　　　　　　│平成１５年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　古　曳　良　英　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外監査役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日社外┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│監査役の登記　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　金　　民　　基　　　　　　　│平成１６年　６月２９日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　２月２５日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　舟　　崎　　敬　　　　　　　│平成１７年　２月２５日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　６月２４日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　河　田　孝　彌　　　　　　　│平成１７年　２月２５日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　河　田　孝　彌　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外監査役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日社外┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│監査役の登記　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 



┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　石　井　雅　之　　　　　　　│平成１７年　６月２４日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　石　井　雅　之　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　（社外監査役）　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日社外┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│監査役の登記　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　６月２７日辞任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　監査役　　　　　井　上　道　泰　　　　　　　│平成１８年　６月２７日就任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┼─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　会計監査人　　　国際第一監査法人　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日会計┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│監査人の登記　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　会計監査人　　　国際第一監査法人　　　　　　│平成１８年　６月２７日重任┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　８月２８日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃取締役等の会社に│　　本会社は、商法第２６６条第１２項の規定により、取締役会の決議をもって、┃ 
┃対する責任の免除│　同条第１項第５号の行為に関する取締役（取締役であった者を含む。）の責任　┃ 
┃に関する規定　　│　を法令の限度において免除することができる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　本会社は、商法第２８０条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、　┃ 
┃　　　　　　　　│　監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除するこ　┃ 
┃　　　　　　　　│　とができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年　２月２５日設定　　平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　本会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締役会の決議によって、　┃ 
┃　　　　　　　　│　同法第４２３条第１項に規定する取締役（取締役であった者を含む。）の損害　┃ 
┃　　　　　　　　│　賠償責任を法令の限度において免除することができる。　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　本会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締役会の決議によって、　┃ 
┃　　　　　　　　│　同法第４２３条第１項に規定する監査役（監査役であった者を含む。）の損害　┃ 
┃　　　　　　　　│　賠償責任を法令の限度において免除することができる。　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　本会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締役会の決議によって、　┃ 
┃　　　　　　　　│　同法第４２３条第１項に規定する会計監査人（会計監査人であった者を含む。）┃ 
┃　　　　　　　　│　の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　６月２７日変更　　平成１８年　８月２８日登記┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃非業務執行取締役│　　本会社は、商法第２６６条第１９項の規定により、社外取締役との間に、同　┃ 
┃等の会社に対する│　条第１項第５号の行為による賠償責任を限定する契約を締結することができる。┃ 
┃責任の制限に関す│　ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める額とする。　　　┃ 
┃る規定　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年　２月２５日設定　　平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　本会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社外取締役との間に、同法　┃ 
┃　　　　　　　　│　第４２３条第１項に規定する社外取締役の損害賠償責任を限定する契約を締結　┃ 
┃　　　　　　　　│　することができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定　┃ 
┃　　　　　　　　│　める額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　本会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社外監査役との間に、同法　┃ 
┃　　　　　　　　│　第４２３条第１項に規定する社外監査役の損害賠償責任を限定する契約を締結　┃ 
┃　　　　　　　　│　することができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定　┃ 
┃　　　　　　　　│　める額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　本会社は会社法第４２７条第１項の規定により、会計監査人との間に、同法第　┃ 
┃　　　　　　　　│　４２３条第１項に規定する会計監査人の損害賠償責任を限定する契約を締結す　┃ 
┃　　　　　　　　│　ることができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定め　┃ 
┃　　　　　　　　│　る額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　６月２７日変更　　平成１８年　８月２８日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃新株予約権　　　│オメガ・プロジェクト株式会社第１回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６５００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２４４５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　３月３１日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　１２３９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　４月３０日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　２０８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　５月３１日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　６５００万株（新株予約権１個につき１万株）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　２４４５万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　３月３１日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　　普通株式　１２３９万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　４月３０日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　２０８万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　５月３１日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１個につき３万円（１株につき３円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①行使価額　１個につき３６万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②行使価額の調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑴①当社は、本新株予約権証券の発行後、本項第⑵号①ないし③に掲げる事　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　由が発生した場合には、新株予約権行使時の行使価額を次に定める算式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（以下「行使価額調整式」といいます。）により調整するものとします。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　なお、行使価額調整式における「既発行株式数」には、当社が自己株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　として保有する当社普通株式の数は含まないものとし、本項第⑵号①に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　定める普通株式の交付に関し、交付される株式の中に、当社が保有する　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　当社普通株式が含まれる場合には、行使価額調整式における「新発行株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　式数」には当該株式数を含むものとします。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新発行株式数×１株当り払込金額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　───────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後　　調整前　　　既発行株式数　＋　　　　　　時　　価　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使価額＝行使価額×────────────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新発行株式数　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　②行使価額調整式で使用する調整前行使価額は、調整後の行使価額を適用　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　する日の前日において有効な行使価額とし、既発行株式数は、株主割当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　日がある場合はその日、また株主割当日がない場合は調整後の行使価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　を適用する日の１か月前の日における当社の発行済株式数とします。た　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　だし、行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　由に基づく調整後の行使価額の算出に当たり使用すべき既発行株式数が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　公正妥当に算定できる場合はその既発行株式数を使用するものとします。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　③行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（た　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　だし、本項第⑴号②のただし書の場合には株主割当日）に先立つ４５取　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　引日目に始まる３０取引日の日本証券業協会における当社普通株式の普　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　通取引の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（終値のない日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　数を除きます。）とします。平均値の計算については、円位未満小数第　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　２位まで算出し、小数第２位を四捨五入します。　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　④行使価額調整式の計算については円位未満小数第２位まで算出し、小数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　第２位を切り捨てる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　⑤行使価額の調整を行った場合、各新株予約権の目的となる株式の数は次　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　のとおりとする。なお１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　株式数　＝　────────────────　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑵行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　額の適用時期については、次に定めるところによります。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　①行使価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　規に発行又は自ら保有する株式を移転等処分する場合（本新株予約権証　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　券の発行と同時に行う「第三者割当」によって新たに発行される普通株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　式については当該調整の対象としません）　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後の行使価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための株主割当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　日がある場合はその日の翌日以降これを適用します。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　②株式分割により普通株式を発行する場合。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後の行使価額の適用時期は、株式分割のための株主割当日がある場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　合はその日の翌日以降これを適用します。ただし、配当可能利益から資　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　本に組入れられることを条件としてその部分をもって株式分割により普　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　株主割当日とする場合は、調整後の行使価額は、当該配当可能利益の資　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用します。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　日から当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　までに行使をなした場合には、次の算出方法により、当社の普通株式を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　発行します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　（調整前　　（調整後　　（調整前行使価額をもって新株予約権行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　行使価格）－行使価額）×により当該期間内に発行された株式数）　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数＝──────────────────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　調整後行使価格　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　この結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　③行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　転換できる証券を発行する場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後行使価額は、行使価額調整式において１株当たりの払込金額とし　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　てその証券の転換価額を使用し、また新発行株式数としてその証券の発　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　行日の終わりに又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　りに発行される証券の全額が転換されたものとみなして計算し、発行日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の翌日以降又は割当日の翌日以降これを適用します。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　④行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　新株予約権証券及び新株予約権を付与された証券を発行する場合。　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　調整後の行使価額は、行使価額調整式において１株当りの払込金額とし　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　てその証券に付与された新株予約権の行使により発行する株式の発行価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　額を使用し、また新発行株式数としてその証券の発行日の終りに又は募　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　集のための株主割当日がある場合はその日の終りに発行される証券に付　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　与された新株予約権の全部が行使されたものとみなして計算し、発行日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の翌日以降又は割当日の翌日以降これを適用します。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑶行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額と　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整はこれを行いません。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　ただし、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を算　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　出する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　価額からこの差額を差引いた額を使用します。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑷本項第⑵号の行使価額の調整を必要とする場合のほか、次のいずれかの場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　合には、当社は当社が適切と考える方法により行使価額の調整を行うもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　とします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　①株式の併合、資本の減少ならびに合併または会社分割のために行使価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の調整を必要とするとき。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　②本号①のほか、当社の発行済株式数の変更又は変更の可能性を生ずる事　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　由の発生によって行使価額の調整を必要とするとき。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　行使価額の調整を行うときは、当社はその適用の日の前日までに必要な　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　事項を通知します。ただし、本項第⑵号②のただし書に示される株式分　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　割の場合、その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができな　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　いときには、調整後行使価額の適用の日以降すみやかに通知します。　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１５年３月２５日から平成１６年３月２４日まで　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　但し、行使期間の最終日が休日にあたるときは、その前営業日を最終日とす　┃ 
┃　　　　　　　　│　　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各新株予約権の行使にあたっては、一部行使はできないものとする。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１　当社は、当社が吸収合併による消滅、並びに株式交換または株式移転に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　より他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で決議した場合、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　当該効力発生日以前に、残存する本新株予約権の全部を消却することが　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　できるものとします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２　当社は、本欄第１項による新株予約権証券の消却を行う場合、本新株予　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　約権者に対し、新株予約権証券１個に対し当初の新株予約権証券１個の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　発行価額相当額を対価として支払うものとします。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１５年６月３０日新株予約権の全部行使　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│オメガ・プロジェクト株式会社２００８年２月２９日満期ユーロ円建転換社　　　┃ 
┃　　　　　　　　│債型新株予約権付社債に付された新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　４０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　本新株予約権の目的たる株式の種類は当社普通株式とし、その行使により当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　を移転（以下、当社普通株式の発行又は移転を当社普通株式の「交付」とい　┃ 
┃　　　　　　　　│　　う）する数は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を下記「新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の行使に際して払込をすべき金額」記載の転換価額で除した数とする。原則　┃ 
┃　　　　　　　　│　　として新株予約権の行使により生ずる１株未満の端数については切り捨て、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　これにつき現金による調整は行わない。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　無償　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①本新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　と同額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②本新株予約権の行使に際して、払込をなすべき１株当たりの額（以下「転　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　換価額」という。）は、３３円とする。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　③転換価額の調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　転換価額は、当社が本新株予約権付社債の発行後、当社普通株式の時価を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　下回る発行価額又は処分価額で当社普通株式を発行又は処分する場合には、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　次の算式により調整される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　尚、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式数（但　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　し、普通株式に係る自己株式数を除く）をいう。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新発行・処分　×　１株当りの　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　既発行＋　株　式　数　　　　発行・処分価額　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　─────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後　＝調整前　×　　株式数　　　　　　　　　１株当りの時価　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　──────────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　転換価額　転換価額　　　　　既発行株式数　＋　新発行・処分株式数　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回　┃ 
┃　　　　　　　　│　　る価額をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債　┃ 
┃　　　　　　　　│　　に付されたものを含む）の発行等が行われる場合その他一定の事由が生じた　┃ 
┃　　　　　　　　│　　場合にも適宜調整される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２００３年３月２５日から２００８年２月２８日まで　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、以後本新株予約権を行　┃ 
┃　　　　　　　　│　　使することはできないものとする。また、各本新株予約権の一部行使はでき　┃ 
┃　　　　　　　　│　　ないものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社は発行日以降、随時本社債を買入れ、これを消却することができる。　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　この場合、買入れにかかる本社債と一体をなす新株予約権も無償にて消却す　┃ 
┃　　　　　　　　│　　るものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１５年３月３１日新株予約権の全部行使　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│オメガ・プロジェクト株式会社第２回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８０００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５９７５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　８月３１日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３０８５個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　９月３０日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４６０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年１０月３１日変更　　平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　８０００万株（新株予約権１個につき１万株）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　５９７５万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　８月３１日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　３０８５万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年　９月３０日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　４６０万株　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１５年１０月３１日変更　　平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１個につき３万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①行使価額　１個につき３３万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②行使価額の調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑴①当社は、本新株予約権証券の発行後、本項第⑵号①ないし③に掲げる事　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　由が発生した場合には、新株予約権行使時の行使価額を次に定める算式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（以下「行使価額調整式」といいます。）により調整するものとします。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　なお、行使価額調整式における「既発行株式数」には、当社が自己株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　として保有する当社普通株式の数は含まないものとし、本項第⑵号①に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　定める普通株式の交付に関し、交付される株式の中に、当社が保有する　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　当社普通株式が含まれる場合には、行使価額調整式における「新発行株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　式数」には当該株式数を含むものとします。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新発行株式数×１株当り払込金額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　───────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後　　調整前　　既発行株式数　　　＋　　　　時　　価　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使価額＝行使価額×────────────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新発行株式数　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　②行使価額調整式で使用する調整前行使価額は、調整後の行使価額を適用　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　する日の前日において有効な行使価額とし、既発行株式数は、株主割当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　日がある場合はその日、また株主割当日がない場合は調整後の行使価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　を適用する日の１か月前の日における当社の発行済株式数とします。た　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　だし、行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　由に基づく調整後の行使価額の算出に当たり使用すべき既発行株式数が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　公正妥当に算定できる場合はその既発行株式数を使用するものとします。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　③行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（た　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　だし、本項第⑴号②のただし書の場合には株主割当日）に先立つ４５取　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　引日目に始まる３０取引日の日本証券業協会における当社普通株式の普　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　通取引の毎日の最終価額（以下「終値」という）（気配表示を含みます。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　）の平均値（終値のない日数を除きます。）とします。平均値の計算に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ついては、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入しま　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　④行使価額調整式の計算については円位未満小数第２位まで算出し、小数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　第２位を切り捨てる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　⑤行使価額の調整を行った場合、各新株予約権の目的となる株式の数は次　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　のとおりとする。なお１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　株式数　＝　────────────────　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑵行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　額の適用時期については、次に定めるところによります。　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　①行使価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　規に発行又は自ら保有する株式を移転等処分する場合（本新株予約権証　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　券の発行と同時に行う「第三者割当」によって新たに発行される普通株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　式については当該調整の対象としません）調整後の行使価額は、払込期　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　日の翌日以降、また募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　以降これを適用します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　②株式分割により普通株式を発行する場合。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後の行使価額の適用時期は、株式分割のための株主割当日がある場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　合はその日の翌日以降これを適用します。ただし、配当可能利益から資　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　本に組入れられることを条件としてその部分をもって株式分割により普　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　株主割当日とする場合は、調整後の行使価額は、当該配当可能利益の資　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用します。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割当日の翌　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　日から当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　までに行使をなした場合には、次の算出方法により、当社の普通株式を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　発行します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　（調整前　　（調整後　　（調整前行使価額をもって新株予約権行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　行使価額）－行使価額）×により当該期間内に発行された株式数）　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数＝──────────────────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　この結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　③行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　転換できる証券を発行する場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後行使価額は、行使価額調整式において１株当たりの払込金額とし　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　てその証券の転換価額を使用し、また新発行株式数としてその証券の発　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　行日の終わりに又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　りに発行される証券の全額が転換されたものとみなして計算し、発行日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の翌日以降又は割当日の翌日以降これを適用します。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　④行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　新株予約権証券及び新株予約権を付与された証券を発行する場合。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後の行使価額は、行使価額調整式において１株当りの払込金額とし　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　てその証券に付与された新株予約権の行使により発行する株式の発行価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　額を使用し、また新発行株式数としてその証券の発行日の終りに又は募　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　集のための株主割当日がある場合はその日の終りに発行される証券に付　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　与された新株予約権の全部が行使されたものとみなして計算し、発行日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の翌日以降又は割当日の翌日以降これを適用します。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑶行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額と　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　の差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整はこれを行いません。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　ただし、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を算　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　出する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　価額からこの差額を差引いた額を使用します。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑷本項第⑵号の行使価額の調整を必要とする場合のほか、次のいずれかの場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　合には、当社は当社が適切と考える方法により行使価額の調整を行うもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　とします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　①株式の併合、資本の減少ならびに合併または会社分割のために行使価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の調整を必要とするとき。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　②本号①のほか、当社の発行済株式数の変更又は変更の可能性を生ずる事　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　由の発生によって行使価額の調整を必要とするとき。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　行使価額の調整を行うときは、当社はその適用の日の前日までに必要な　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　事項を通知します。ただし、本項第⑵号②のただし書に示される株式分　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　割の場合、その他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができな　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　いときには、調整後行使価額の適用の日以降すみやかに通知します。　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１５年８月１９日から平成１６年８月１８日まで。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　但し、行使期間の最終日が休日にあたるときは、その前営業日を最終日とす　┃ 
┃　　　　　　　　│　　る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各新株予約権の行使にあたっては、一部行使はできないものとする。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１　当社は、当社が吸収合併による消滅、並びに株式交換または株式移転に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　より他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で決議した場合、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　当該効力発生日以前に、残存する本新株予約権の全部を消却することが　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　できるものとします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２　当社は、本欄第１項による新株予約権証券の消却を行う場合、本新株予　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　約権者に対し、新株予約権証券１個に対し当初の新株予約権証券１個の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　発行価額相当額を対価として支払うものとします。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１５年１１月３０日新株予約権全部行使　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│オメガ・プロジェクト株式会社第３回新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　６０００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　５８７１個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１６年　８月３１日変更　　平成１６年１２月２４日登記┃ 



┃　　　　　　　　│　　５４５４個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１６年　９月３０日変更　　平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　５３５１個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１６年１０月３１日変更　　平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　４７２６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年　４月３０日変更　　平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　３７９個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年　５月３１日変更　　平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　６０００万株（新株予約権１個につき１万株）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　５８７１万株（新株予約権１個につき１万株）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１６年　８月３１日変更　　平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　５４５４万株（新株予約権１個につき１万株）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１６年　９月３０日変更　　平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　５３５１万株（新株予約権１個につき１万株）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１６年１０月３１日変更　　平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　４７２万６０００株（新株予約権１個につき１０００株）　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年　４月３０日変更　　平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　３７万９０００株（新株予約権１個につき１０００株）　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年　５月３１日変更　　平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１個につき３万円（１株につき金３円）　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①　行使価額　１個につき３９万円（１株につき金３９円）　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②　行使価額の調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）①　当社は、本新株予約権証券の発行後、本項第（２）号①ないし③　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　に掲げる事由が発生した場合には、新株予約権行使時の行使価額を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　次に定める算式（以下「行使価額調整式」といいます。）により調　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　整するものとします。なお、行使価額調整式における「既発行株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含ま　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ないものとし、本項第（２）号①に定める普通株式の交付に関し、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　交付される株式の中に、当社が保有する当社普通株式が含まれる場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　合には、行使価額調整式における「新発行株式数」には当該株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　を含むものとします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新発行株式数×１株当り払込金額　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　───────────────　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後　　調整前　　既発行株式数＋　　　　　時　　価　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使価額＝行使価額×───────────────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新発行株式数　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②　行使価額調整式で使用する調整前行使価額は、調整後の行使価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　を適用する日の前日において有効な行使価額とし、既発行株式数は、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　株主割当日がある場合はその日、また株主割当日がない場合は調整　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　後の行使価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　式数とします。ただし、行使価額を調整すベき事由が２つ以上相接　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算出に当たり　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　使用すベき既発行株式数が公正妥当に算定できる場合はその既発行　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　株式数を使用するものとします。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③　行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　日（ただし、本項第（１）号②のただし書の場合には株主割当日）　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の日本証券業協会におけ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　る当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含みます。）　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の平均値（終値のない日数を除きます。）とします。平均値の計算　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　入します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④　行使価額調整式の計算については円位未満小数第２位まで算出し、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　小数第２位を切り捨てる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　⑤　行使価額の調整を行った場合、各新株予約権の目的となる株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　数は次のとおりとする。なお１株未満の端数が生じたときは、これ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　を切り捨てます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　株式数　＝─────────────────　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）　行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行使価額の適用時期については、次に定めるところによります。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①　行使価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　式を新規に発行又は自ら保有する株式を移転等処分する場合（本新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　株予約権証券の発行と同時に行う「第三者割当」によって新たに発　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　行される普通株式については当該調整の対象としません）調整後の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　行使価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための株主割当日が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ある場合はその日の翌日以降これを適用します。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②　株式分割により普通株式を発行する場合。　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　調整後の行使価額の適用時期は、株式分割のための株主割当日が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ある場合はその日の翌日以降これを適用します。ただし、配当可能　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　利益から資本に組入れられることを条件としてその部分をもって株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　式分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の日を株式分割のための株主割当日とする場合は、調整後の行使価　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　額は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の日の翌日以降これを適用します。なお、上記ただし書の場合にお　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　いて、株式分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに行使をなした場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　合には、次の算出方法により、当社の普通株式を発行します。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　（調整前　　調整後　　　（調整前行使価額をもって新株予約権行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　行使価額－行使価額）×　により当該期間内に発行された株式数）　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数＝──────────────────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　この結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとします。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　③　行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　株式に転換できる証券を発行する場合。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　調整後行使価額は、行使価額調整式において１株当たりの払込金　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　額としてその証券の転換価額を使用し、また新発行株式数としてそ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の証券の発行日の終わりに又は募集のための株主割当日がある場合　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　はその日の終わりに発行される証券の全額が転換されたものとみな　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　して計算し、発行日の翌日以降又は割当日の翌日以降これを適用し　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　④　行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　株式の新株予約権証券及び新株予約権を付与された証券を発行する　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　調整後の行使価額は、行使価額調整式において１株当りの払込金　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　額としてその証券に付与された新株予約権の行使により発行する株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　式の発行価額を使用し、また新発行株式数としてその証券の発行日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　の終りに又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終りに　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　発行される証券に付与された新株予約権の全部が行使されたものと　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　みなして計算し、発行日の翌日以降又は割当日の翌日以降これを適　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　用します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）　行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　価額との差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整はこれを　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　行いません。ただし、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　し、行使価額を算出する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　額に代えて調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用します。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（４）　本項第（２）号の行使価額の調整を必要とする場合のほか、次のい　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　ずれかの場合には、当社は当社が適切と考える方法により行使価額の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　調整を行うものとします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　①　株式の併合、資本の減少ならびに合併または会社分割のために行　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　使価額の調整を必要とするとき。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　②　本号①のほか、当社の発行済株式数の変更又は変更の可能性を生　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　ずる事由の発生によって行使価額の調整を必要とするとき。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　行使価額の調整を行うときは、当社はその適用の日の前日までに　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　必要な事項を通知します。ただし、本項第（２）号②のただし書に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　示される株式分割の場合、その他適用の日の前日までに前記の通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　を行うことができないときには、調整後行使価額の適用の日以降す　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　みやかに通知します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１６年８月３０日から平成１７年８月２９日まで　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　但し、行使期間の最終日が休日にあたるときは、その前営業日を最終日とす　┃ 
┃　　　　　　　　│　　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各新株予約権の行使にあたっては、一部行使はできないものとする。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１　当社は、当社が吸収合併による消滅、並びに株式交換または株式移転に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　より他の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で決議した場合、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　当該効力発生日以前に、残存する本新株予約権の全部を消却することがで　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　きるものとします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２　当社は、本欄第１項による新株予約権証券の消却を行う場合、本新株予　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　約権者に対し、新株予約権証券１個に対し当初の新株予約権証券１個の発　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　行価額相当額を対価として支払うものとします。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１７年７月３１日新株予約権の全部行使　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│オメガ・プロジェクト株式会社新株予約権　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１万６０００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１万３０００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年１２月３１日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　１６００万株（新株予約権１個につき１０００株）　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）後、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式につき、株式分割または、株式併合を行う場合には、付与株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数を次の算式により調整し（１株未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目　┃ 
┃　　　　　　　　│　　的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されて　┃ 
┃　　　　　　　　│　　いない新株予約権の総数を乗じた数とする。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継　┃ 
┃　　　　　　　　│　　承される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　必要と認める付与株式数の調整を行うものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　１３０万株（新株予約権１個につき１０００株）　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）後、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式につき、株式分割または、株式併合を行う場合には、付与株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数を次の算式により調整し（１株未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目　┃ 
┃　　　　　　　　│　　的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されて　┃ 
┃　　　　　　　　│　　いない新株予約権の総数を乗じた数とする。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継　┃ 
┃　　　　　　　　│　　承される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　必要と認める付与株式数の調整を行うものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年１２月３１日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　無償とする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１個につき２万６０００円（１株につき金２６円）　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各新株予約権の行使に際して払込をすベき額は、各新株予約権の行使によ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　り発行または移転する株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい　┃ 
┃　　　　　　　　│　　う。）に行使株式数を乗じた金額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　行使価額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）┃ 
┃　　　　　　　　│　　におけるジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に１．┃ 
┃　　　　　　　　│　　０５を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　ただし、その金額が発行日の前日のジャスダック証券取引所における当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式の終値（当日に終値がない場合は、これに先立つ直近日の終値）を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　下回る場合は、当該終値を行使価額とする。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上　┃ 
┃　　　　　　　　│　　記行使価額は分割または併合の比率に応じ次の算式により調整されるものと　┃ 
┃　　　　　　　　│　　し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後行使価額＝調整前行使価額×　────────────　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の行使による場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式によ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　り調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　既発行　　新規発行株式数×１株当たり行使金額　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　＋─────────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後　　調整前　　株式数　　　　　　　時　　価　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　＝　　　　×──────────────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　行使価額　行使価額　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承　┃ 
┃　　　　　　　　│　　継される場合または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める行使価額の調整を行うものとする。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１７年３月１０日から平成２２年３月９日まで　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　ただし新株予約権の割当を受けた者と当社との間で個別に締結される新株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　予約権割当に関する契約により、権利行使期間中における新株予約権の行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が制限されることがある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　利行使の際に、当社及び当社関係会社の取締役、執行役員、監査役、顧問　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　及び従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　年退職、転籍、その他正当な理由があると認めた場合は、この限りでない。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　②新株予約権者の権利行使期間内の死亡の場合には新株予約権者の相続人　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　は、新株予約権を相続することができる。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　③その他の権利行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①上記「新株予約権行使の条件」に定める行使の条件を満たさず、新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　権を行使できないこととなった場合、当社は当該新株予約権を無償で消却　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社と　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案につき株主総会で承　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　③その他、当社はいつでも取締役会の決議に基づき新株予約権を取得し、こ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　れを無償で消却することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件）　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①上記「新株予約権行使の条件」に定める行使の条件を満たさず、新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　権を行使できないこととなった場合、当社は当該新株予約権を無償で取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社と　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案につき株主総会で承　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　③その他、当社はいつでも取締役会の決議に基づき、新株予約権を無償で取　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　５月　１日変更　　平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年　４月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社新株予約権　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　９０００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　８４００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年１１月３０日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　８２００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　２月２８日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　７９５０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　３月３１日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　７９１０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　４月３０日変更　　平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　９０万株（新株予約権１個につき１００株）　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）後、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式につき、株式分割または、株式併合を行う場合には、付与株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数を次の算式により調整し（１株未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目　┃ 
┃　　　　　　　　│　　的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されて　┃ 
┃　　　　　　　　│　　いない新株予約権の総数を乗じた数とする。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継　┃ 
┃　　　　　　　　│　　承される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　必要と認める付与株式数の調整を行うものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　８４万株（新株予約権１個につき１００株）　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）後、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式につき、株式分割または、株式併合を行う場合には、付与株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数を次の算式により調整し（１株未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目　┃ 
┃　　　　　　　　│　　的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されて　┃ 
┃　　　　　　　　│　　いない新株予約権の総数を乗じた数とする。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継　┃ 
┃　　　　　　　　│　　承される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　必要と認める付与株式数の調整を行うものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年１１月３０日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　７９万５０００株（新株予約権１個につき１００株）　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）後、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式につき、株式分割または、株式併合を行う場合には、付与株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数を次の算式により調整し（１株未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目　┃ 
┃　　　　　　　　│　　的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されて　┃ 
┃　　　　　　　　│　　いない新株予約権の総数を乗じた数とする。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継　┃ 
┃　　　　　　　　│　　承される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　必要と認める付与株式数の調整を行うものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　３月３１日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式　７９万１０００株（新株予約権１個につき１００株）　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）後、当社が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社普通株式につき、株式分割または、株式併合を行う場合には、付与株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　数を次の算式により調整し（１株未満の端数は切り捨て）、新株予約権の目　┃ 
┃　　　　　　　　│　　的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使または消却されて　┃ 
┃　　　　　　　　│　　いない新株予約権の総数を乗じた数とする。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継　┃ 
┃　　　　　　　　│　　承される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　必要と認める付与株式数の調整を行うものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　４月３０日変更　　平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　無償とする　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各新株予約権の行使に際して払込みをすべき金額　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１個につき２万１５００円（１株につき金２１５円）　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　各新株予約権の行使に際して払込をすべき額は、各新株予約権の行使によ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　り発行または移転する株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい　┃ 
┃　　　　　　　　│　　う。）に行使株式数を乗じた金額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　行使価額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く）┃ 
┃　　　　　　　　│　　におけるジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値の平均値に１．┃ 
┃　　　　　　　　│　　０５を乗じた金額（１円未満の端数は切り上げ）とする。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　ただし、その金額が発行日の前日のジャスダック証券取引所における当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式の終値（当日に終値がない場合は、これに先立つ直近日の終値）を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　下回る場合は、当該終値を行使価額とする。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、上　┃ 
┃　　　　　　　　│　　記行使価額は分割または併合の比率に応じ次の算式により調整されるものと　┃ 



┃　　　　　　　　│　　し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後行使価額＝調整前行使価額×　──────────　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の行使による場合を除く。）が行われる場合、上記行使価額は次の算式によ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　り調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数×１株当たり行使金　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　────────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後　　調整前　　既発行株式数＋　　　　　　時　　価　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使価額＝行使価額×───────────────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。┃ 
┃　　　　　　　　│　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承　┃ 
┃　　　　　　　　│　　継される場合または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　要と認める行使価額の調整を行うものとする。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１７年８月２６日から平成２２年３月９日まで　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　ただし新株予約権の割当を受けた者と当社との間で個別に締結される新株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　予約権割当に関する契約により、権利行使期間中における新株予約権の行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　が制限されることがある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件（払込価額及び行使期間を除く。）　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　行使の際に、当社及び当社関係会社の取締役、執行役員、監査役、顧問及　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　び従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　退職、転籍、その他正当な理由があると認めた場合は、この限りでない。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②新株予約権者の権利行使期間内の死亡の場合には新株予約権者の相続人は、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　新株予約権を相続することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　③その他の権利行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①上記「新株予約権行使の条件」に定める行使の条件を満たさず、新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　権を行使できないこととなった場合、当社は当該新株予約権を無償で消却　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社と　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案につき株主総会で承　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　③その他、当社はいつでも取締役会の決議に基づき新株予約権を取得し、こ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　れを無償で消却することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件）　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①上記「新株予約権行使の条件」に定める行使の条件を満たさず、新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　権を行使できないこととなった場合、当社は当該新株予約権を無償で取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社と　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　なる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案につき株主総会で承　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　③その他、当社はいつでも取締役会の決議に基づき、新株予約権を無償で取　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　得することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　５月　１日変更　　平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１０月２５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│オメガプロジェクト・ホールディングス株式会社第４回新株予約権　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２０００個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１７９０個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１７年１２月３１日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　１６２２個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　１月３１日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　１４８６個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　２月２８日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　１３５３個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　３月３１日変更　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　１１２８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　４月３０日変更　　平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　１００８個　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１８年　４月３０日変更　　平成１８年　８月２８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の目的たる株式の種類及び数又はその算定方法　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式として、その行使によ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　り当社が当社普通株式を新たに発行しまたはこれに代えて当社の保有する当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　社普通株式を移転（以下当社普通株式の発行または移転を「発行・移転」と　┃ 
┃　　　　　　　　│　　いう。）する数は、行使請求に係る本新株予約権の数に５００万円を乗じ、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　これを行使価額（以下に定義。）で除した数とし、１株未満の端数は切り捨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　てる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権の目的である株式の数（以下「割当株式数」という。）は、　┃ 



┃　　　　　　　　│　　当該株式数を行使請求に係る本新株予約権の数で除した数とする。　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　募集新株予約権の払込金額若しくはその算定方法又は払込を要しないとする旨　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１個につき１万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①（１）各本新株予約権の行使に際して払込をなすベき額は、行使価額に割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　当株式数を乗じた額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（２）本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を発行・移転する場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　合における株式１株当りの払込金額（以下「行使価額」という。）　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　は、当初３２０円とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②行使価額の修正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　平成１７年１２月２０日以降、本新株予約権の各行使請求の効力発生日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（以下「修正日」という。）の前日まで（当日を含む。）の３連続取引　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　日（但し終値のない日は除く。）の株式会社ジャスダック証券取引所に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値の９０％に相当する金額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の１円未満の端数を切り上げた金額（以下「修正日価額」という。）が、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　当該修正日の直前に有効な行使価額を１円以上下回る場合又は上回る場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　合は、行使価額は当該修正日以降、当該修正日価額に修正される。但し、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　行使価額は１６０円を下回らず、１１２０円を上回らないものとする。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　また、上記３連続取引日の間に本項第②号に基づく調整の原因となる事　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　由が発生した場合には、修正後の行使価額は本要項に従い当社が適当と　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　判断する値に調整される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②行使価額の調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（１）①当社は、本新株予約権の発行後、本項第（２）号①ないし③に掲　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　げる事由が発生した場合には、新株予約権行使時の行使価額を次　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）により調整す　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　るものとする。なお、行使価額調整式における「既発行株式数」　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含まな　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　いものとし、本項第（２）号①に定める普通株式の発行・移転に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　関し、発行・移転される株式の中に、当社が保有する当社普通株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　式が含まれる場合には、行使価額調整式における「新発行株式数」┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　には当該株式数を含むものとする。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新発行・　　　　　１株当りの　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処分株式数　×　発行・処分価額　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　────────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後　　調整前　　既発行株式数　＋　　　　　時　　価　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　行使価額＝行使価額×───────────────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新発行・処分株式数　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　②行使価額調整式で使用する調整前行使価額は、調整後の行使価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　を適用する日の前日において有効な行使価額とし、既発行株式数　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　は、株主割当日がある場合はその日、また株主割当日がない場合　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　は調整後の行使価額を適用する日の１か月前の日における当社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　発行済株式数とする。ただし、行使価額を調整すべき事由が２つ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　出に当たり使用すべき既発行株式数が公正妥当に算定できる場合　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　はその既発行株式数を使用するものとする。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　③行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　日（ただし、本項第（１）号②のただし書の場合には株主割当日）┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日の株式会社ジャスダッ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　ク証券取引所における当社普通株式の毎日の終値（気配表示を含　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とする。平均値の計　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　捨五入する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　④行使価額調整式の計算については円位未満小数第２位まで算出し、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　小数第２位を切り捨てる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　⑤行使価額の調整を行った場合、各新株予約権の目的となる株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　数は次のとおりとする。なお１株未満の端数が生じたときは、こ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　れを切り捨てる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　新株予約権の行使時の払込金額　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　株式数　＝　────────────────　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　（２）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及びその調整後の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　行使価額の適用時期については、次に定めるところによるものとす　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　①行使価額調整式に使用する時価を下回る発行価額又は処分価額を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　もって普通株式を新規に発行又は自ら保有する株式を移転等処分　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　する場合（本新株予約権証券の発行と同時に行う「第三者割当」　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　によって新たに発行される普通株式については当該調整の対象と　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　しない。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　調整後の行使価額は、払込期日の翌日以降、また募集のための株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　②株式分割により普通株式を発行する場合。　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　調整後の行使価額の適用時期は、株式分割のための株主割当日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　がある場合はその日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　能利益から資本に組入れられることを条件としてその部分をもっ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　て株式分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　の日以前の日を株式分割のための株主割当日とする場合は、調整　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　後の行使価額は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　なお、上記ただし書の場合において、株式分割のための株主割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　総会の終結の日までに行使をなした場合には、次の算出方法によ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　り、当社の普通株式を発行・移転する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　（調整前　　　　調整後　　　（調整前行使価額をもって新株予約　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　権新株予約権行使により当該期間　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　行使価額　－　行使価額）　　内に発行・移転された株式）　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　株式数＝─────────────────────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整後行使価額　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　この結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものと　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　③行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　株式に転換できる証券を発行する場合。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　調整後行使価額は、行使価額調整式において１株当たりの払込　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　金額としてその証券の転換価額を使用し、また新発行株式数とし　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　てその証券の発行日の終わりに又は募集のための株主割当日があ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　る場合はその日の終わりに発行される証券の全額が転換されたも　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　のとみなして計算し、発行日の翌日以降又は割当日の翌日以降こ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　れを適用する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　④行使価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　株式の新株予約権及び新株予約権を付与された証券を発行する場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　調整後の行使価額は、行使価額調整式において１株当りの行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　価額としてその証券に付与された新株予約権の行使により発行・　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　移転する株式の発行価額を使用し、また新発行株式数としてその　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　証券の発行日の終りに又は募集のための株主割当日がある場合は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　その日の終りに発行される証券に付与された新株予約権の全部が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　行使されたものとみなして計算し、発行日の翌日以降又は割当日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　の翌日以降これを適用する。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　⑤行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　使価額との差額が１円未満にとどまるときは、行使価額の調整は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　これを行わないものとする。ただし、その後行使価額の調整を必　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　要とする事由が発生し、行使価額を算出する場合には、行使価額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　を差引いた額を使用するものとする。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　⑥本項第（２）号の行使価額の調整を必要とする場合のほか、次の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　いずれかの場合には、当社は当社が適切と考える方法により行使　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　価額の調整を行うものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　（ⅰ）株式の併合、資本の減少ならびに合併または会社分割のた　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　めに行使価額の調整を必要とするとき。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　（ⅱ）本号（ⅰ）のほか、当社の発行済株式数の変更又は変更の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　可能性を生ずる事由の発生によって行使価額の調整を必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　とするとき。行使価額の調整を行うときは、当社はその適　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　用の日の前日までに必要な事項を通知する。ただし、本項　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　第（２）号②のただし書に示される株式分割の場合、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　他適用の日の前日までに前記の通知を行うことができない　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　ときには、調整後行使価額の適用の日以降すみやかに通知　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権を行使することができる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１７年１２月２０日から平成１９年１２月１９日（本新株予約権の全部　┃ 
┃　　　　　　　　│　　または一部が消却される場合には、消却される本新株予約権については、消　┃ 
┃　　　　　　　　│　　却のための通知がなされた日）までとする。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株予約権の行使の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　各本新株予約権の一部行使はできないものとする。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（１）当社は、当社が吸収合併による消滅、株式移転及び株式交換により他　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　の会社の完全子会社となることを当社の株主総会で決議した場合、当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　該効力発生日以前に、残存する本新株予約権の全部を取得することが　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　できるものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（２）当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　本新株予約権の発行日の翌日以降、会社法第２７３条第２項の規定に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　従って通知し、且つ（本新株予約権証券が発行されている場合は）公　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　告したうえで、当該取得日に、残存する本新株予約権の全部または一　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　部を取得することができるものとする。一部取得する場合には、抽選　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　その他の合理的な方法により行うものとする。　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（３）当社は、本項第（１）号および第（２）号による本新株予約権の取得　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　を行う場合、本新株予約権者に対し、本新株予約権１個につき当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　株予約権１個の発行価額と同額を対価として支払うものとする。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１７年１２月　２日発行┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├－－－－－－－－－－－－－┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１８年　５月１９日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┷━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃転換社債　　　　│第１回無担保転換社債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換社債の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　金６億５千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１億５０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１１年　３月３１日変更　　平成１１年　４月　８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　全５千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１２年　６月３０日変更　　平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１．転換価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　本社債の転換により発行する当社の額面普通株式（以下普通株式という　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　。）１株の発行価格（以下転換価格という。）は金１６２円とする。　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　但し、本転換価格は下記３．第（１）号ないし第（４）号に定めるとこ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ろに従い調整されることがあるものとする。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２．転換価格中資本に組入れる額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　金８１円とする。なお、下記３．によって調整された場合には、調整後　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の転換価格に０．５を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ずる場合は、その端数を切り上げる。但し、転換により当社普通株式を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　発行する場合で、上記の資本に組入れる額が当社普通株式の額面金額を　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　下回るときは、その額面金額をもって資本に組入れる額とする。　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　３．転換価額の調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（１）①　当社は、本社債の発行後、本項第（２）号①ないし④に掲げ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　る各事由により当社の株式数に変更を生ずる場合または変更　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　を生ずる可能性がある場合には、転換価額を次に定める算式　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　（以下転換価額調整式という。）をもって調整するものとす　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新発行株式数×　１株当たりの　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　払込金額　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋　─────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後　　　調整前　　　　　　　　　　　　　　　時　　　価　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　＝　　　　　×─────────────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　転換価額　　転換価額　　　既発行株式数　＋　新株発行株式数　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　②　転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後の転換　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　価額を適用する日の前日において有効な転換価額とする。　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　③　転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株式割当日があ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　る場合はその日、また株主割当日がない場合は調整後の転換　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　価額を適用する日の１ケ月前の日（ただし、株主分割を行な　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　う場合には、商法第２２０条にて準用する商法第２１５条第　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　１項に定められた一定の期間満了の日）における当社の発行　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　済株式数とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　④　転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　する日（ただし、本項（２）号②の但し書き場合には株主割　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　当日）に先立つ４５取引日目に始まる３０取引日（以下時価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　算定期間という。）の日本証券業協会が公表する当社普通株　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　式の毎日の午後３時現在（半休日は午前１１時現在）におけ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　る直近の売買価格（以下最終価格という。）の平均値（終値　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　のない日数を除く。）とし、平均値の計算については、円位　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　ただし、当社の普通株式が証券取引所に上場された場合には　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　、時価算定期間の当該証券取引所（複数の証券取引所に上場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　された場合は主要な一取引所）における当社の普通株式の普　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　ない日数を除く。）とする。主要な一取引所とは、時価算定　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　期間における当社の普通株式の普通取引の出来高、値付率等　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　を考慮して最も適切であると判断される証券取引所をいう。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　時価算定期間に上場日が含まれる場合は上場日の前日以前の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　期間における各最終価格および上場日以降の期間における各　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　終値の平均値（売買または終値のない日数を除く。）とする　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　⑤　転換価額調整式の計算については円位未満小数第２位まで算　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　出し、小数第２位を四捨五入する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　⑥　転換価額調整式により算出された調整後の転換価額が当社の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　普通株式の額面金額を下回るときは、その額面金額をもって　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　調整後の転換価額とする。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（２）転換価額調整式により本社債の転換価額の調整を行なう場合及び　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　その調整後の転換価額の適用時期については次に定めるところに　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　よる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　①　前号④に定める時価を下回る払込金額をもって普通株式を発　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　行する場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また募集のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　の株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　②　株式分割により普通株式を発行する場合。　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日がある場　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　合はその日の翌日以降、また株式分割のための株主割当日が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　ない場合は商法第２２０条にて準用する商法第２１５条第１　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　項に定められた一定の期間満了の日の翌日以降にこれを適用　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　としてその部分をもって株式分割により普通株式を発行する　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式分割のた　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　めの株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　の翌日以降これを適用する。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　なお、上記但し書きの場合において、株式分割のための株主　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入れの決議をし　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　た株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　の算出方法により、当社の普通株式を発行する。株券の発行　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　については「摘要」欄３項の規定を準用する。　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　調整前　　　調整後　　　　　調整前転換価額をもっ　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　換価額　－　転換価額　×　て転換により当該期間　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内に発行された株式数　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　株式数＝────────────────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　調整後転換価額　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　この場合に１株未満の端数を生じたときは、その端数に前記　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　の調整後転換価額を乗じて得た金額を支払う。ただし、円位　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　末満の金額はこれを１円に切上げる。　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　③　前号④に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　転換できる証券を発行する場合。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　調整後の転換価額は、その証券の発行額が所定の転換価額で　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　全額転換されたものとみなして転換価額調整式を準用して算　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　出するものとし、払込期日の翌日以降これを適用する。　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　ただし、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　その日の翌日以降これを適用する。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　④　前号④に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　新株を引き受ける権利（以下新株引受権という。）を付与さ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　れた証券を発行する場合。　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　調整後の転換価額は、その証券に付与された新株引受権の全　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　部が所定の新株引受権行使価額により行使されたものとみな　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　して転換価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　の翌日以降これを適用する。ただし、その証券の募集のため　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　の株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（３）転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　換価額との差額が１円末満にとどまるときは、転換価額の調整は　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　これを行わない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　代えて調整前転換価額からこの差額を差引いた額を使用する。　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（４）第（２）号の転換価額の調整を必要とする場合のほか、次のいず　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　れかの場合には、当社は当社が適当と考える方法により、転換価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　額の調整を行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　①　株式の併合、資本の減少または合併のために転換価額の調整　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　を必要とするとき。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　②　本号①のほか当社の発行済株式数の変更または変更の可能性　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　を生ずる事由の発生によって転換価額の調整を必要とすると　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　き。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　③　第（２）号③に定める証券の転換請求期間が終了したとき。　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　ただし、その証券の全額が普通株式に転換された場合を除く　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　④　第（２）号④に定める証券に付与された新株引受権の行使期　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　間が終了したとき。ただし、その証券に付与された新株引受　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　権の全部が行使された場合を除く。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　⑤　本社債以外の当社の転換社債の転換価額もしくは新株引受権　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　証券の行使価額が修正されるとき。　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　⑥　転換価額を調整すべき第（２）号または本号に掲げる事由が　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　価額の算出にあたり使用すべき時価が他方の事由によって修　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　正されているとみなされるとき。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　（５）転換価額の調整を行うときは、当社は適用の日の前日までに必要　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　な事項を公告しなければならない。ただし、第（２）号②の但し　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　書きに示される株式分割の場合その他適用の前日までに前記の公　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　告を行うことができないときは適用の日以降すみやかにこれを行　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　うものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　４．転換により発行する株式数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　本社債の転換により発行する当社の普通株式の株式数は次の通りとす　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　各社債権者が転換請求のために　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　提出した本社債額面金額の総額　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　株式数　＝　　　────────────────　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　転換価格　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　この場合に１円末満の端数を生じたときは、その端数に相当する社債額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　面金額を、額面１００円につき金１００円の割合で償還する。　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ただし、円位未満の金額はこれを１円に切上げる。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換によって発行すべき株式の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社額面普通株式（１株の額面金額５０円）　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　ただし、本社債の転換により発行する株式を無額面普通株式とした場合は、　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社無額面普通株式とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の請求をすることのできる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１１年３月１５日から平成１５年３月２８日まで　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債の金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金５千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債につき払い込んだ金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　全額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　本社債はこれを株式に転換することができる　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　３月　２日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１５年３月２６日全部償還　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│金２００４年１１月３０日満期ユーロ円建転換社債　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換社債の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金２０億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金８億５０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年　２月２８日変更　　平成１３年　３月１４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金６億６０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年　３月３１日変更　　平成１３年　４月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金６億４千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年　４月３０日変更　　平成１３年　６月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金４億８千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年　５月３１日変更　　平成１３年　６月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金４億３千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年　８月３１日変更　　平成１３年　９月１８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金３億９千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年　９月３０日変更　　平成１３年１０月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金２億５０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年１０月３１日変更　　平成１３年１２月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金２億３０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年１１月３０日変更　　平成１３年１２月１８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金２億２０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１４年　５月３１日変更　　平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金２億１０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１４年　６月３０日変更　　平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１４年　９月３０日変更　　平成１４年１０月１１日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　本社債は、下記の転換価格につき１株の割合をもって当社額面普通株式に転　┃ 
┃　　　　　　　　│　　換することができる。但し、転換の際に生じる１株未満の端数は切捨て、こ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　れにつき現金による調整は行わない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　転換価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　①当初転換価格は２５０円、また、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　②２００１年２月２０日を初回とする毎月２０日に、その直前１０営業日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　日本証券業協会が公表する当社額面普通株式の最終売買価格（当該１０営業　┃ 
┃　　　　　　　　│　　日のいずれかに最終売買価格が定まらない日がある場合は、順次その直前営　┃ 
┃　　　　　　　　│　　業日の最終売買価格）の平均価格の１円未満の端数を切上げた金額とその当　┃ 
┃　　　　　　　　│　　時の転換価格とのいずれか低い価格。　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　上記２５０円は、当社が株式の分割又は併合を行う場合、その他一定の場合　┃ 
┃　　　　　　　　│　　には、株式数の変動の割合に応じて調整される。また、転換価格は、当社額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　面普通株式の額面金額を下回らないものとする。　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換によって発行すべき株式の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１株の金額金５０円の額面普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の請求をすることのできる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２００１年２月１日から２００４年１１月２２日まで　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債の金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債につき払い込んだ金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　全額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　本社債は、これを株式に転換することができる。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　１月２６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１５年６月３０日全部償還　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│２００５年２月２８日満期ユーロ円建転換社債　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換社債の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金２０億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１９億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年　５月３１日変更　　平成１３年　６月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金５億５０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年　６月３０日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　本社債は、下記の転換価額につき１株の割合をもって当社額面普通株式に転　┃ 
┃　　　　　　　　│　　換できる。但し、転換の際に生じる１株未満の端数は切捨て、これにつき現　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金による調整は行なわない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　転換価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金２８３円（甲成１３年１月および２月における日本証券業協会が発表する　┃ 
┃　　　　　　　　│　　当社株価の終値の平均値）、また上記２８３円は、当社が株式の分割又は併　┃ 
┃　　　　　　　　│　　合を行なう場合、その他一定の場合には、株式数の変動の割合に応じて調整　┃ 
┃　　　　　　　　│　　される。また、転換価額は、法律上認められない限り、当社額面普通株式の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額面金額を下回らないものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換によって発行すべき株式の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１株の金額金５０円の額面普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の請求をすることのできる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２００１年３月２９日から２００５年２月２０日まで　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債の金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債につき払い込んだ金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　全額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　本社債は、これを株式に転換することができる。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　６月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１３年１０月３１日全部償還　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│オメガ・プロジェクト株式会社第２回無担保転換社債　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換社債の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１５億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１３億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１６年　３月３１日変更　　平成１６年　４月　６日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑴　当初の転換価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　当初の転換価額は、１７０円（平成１３年８月９日までの連続する３取　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　引日における日本証券業協会が発表する当社普通株式の普通取引の終値　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の平均値の９５％に等しい額（１円未満切り上げ））とする。　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑵　転換価額の修正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　転換価額は、平成１３年９月２７日を初回とする毎月２７日に、次のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ち低い方の額に修正される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　⒜当該修正前に有効な修正後転換価格（初回は、当初の転換価額）　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　⒝当該修正日前の３連続取引日の終値の平均値の１００％に等しい額　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ただし、上記により修正された転換価額は、当初の転換価格の６０％に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　等しい額を下回ることはないものとする。（計算の結果６０％未満とな　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　る場合は、修正後転換価額は当初の転換価額の６０％に当たる額とする　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑶　転換価額の調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　転換価額は、当社が本社債発行後、時価を下回る払込金額で新株式を発　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　行する場合、次の算式により調整される。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新発行　　　１株当り　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式数　×　払込金額　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数　＋　────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後　　　　調整前　　　　　　　　　　　　　　１株当り時価　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　転換価額　＝　転換価額　×─────────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行　　　新発行　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式数　＋　株式数　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　また、株式の分割・併合、時価を下回る発行価額をもって株式に転換し　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　うる証券の発行もしくは新株を引受ける権利を付与された証券の発行等　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　が行われる場合にも適宜調整されるものとする。ただし、法律上認めら　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　れない限り、転換価額は当社額面普通株式の額面金額を下回らないもの　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換によって発行すべき株式の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　普通株式（現在１株の額面金額５０円）　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の請求をすることのできる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１３年９月３日から平成１７年７月２８日まで　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債の金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債につき払い込んだ金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　全額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　本社債は、これを株式に転換することができる。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　９月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１６年４月３０日全部転換　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１６年１２月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│２００６年６月３０日満期ユーロ円建転換社債　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換社債の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１０億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金３億４０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年１０月３１日変更　　平成１３年１２月　４日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金２億７０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年１１月３０日変更　　平成１３年１２月１８日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金２億２０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１３年１２月３１日変更　　平成１４年　１月１５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１億７０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１４年　６月３０日変更　　平成１４年　８月　９日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　金９０００万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　平成１４年１０月３１日変更　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　本社債は、転換請求にかかる本社債の額面金額（１０００万円）の合計額に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　対し、下記により決定される転換価額につき当社普通株式１株の割合をもっ　┃ 
┃　　　　　　　　│　　て当社普通株式に転換することができる。ただし、原則として、転換の際に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑴　当初の転換価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　当初の転換価額は、１７０円（平成１３年８月９日までの連続する３取　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　引日の当社普通株式の終値の平均値の９５％に等しい額（１円未満切り　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　上げ））とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑵　転換価額の修正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　転換価額は、２００１年９月２７日を初回とする毎月２７日に、次のう　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ち低い方の額に修正される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　⒜当該修正前に有効な修正後転換価格（初回は、当初の転換価額）　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　⒝当該修正日前の３連続取引日の終値の平均値の１００％に等しい額　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ただし、上記により修正された転換価額は、当初の転換価格の６０％に　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　等しい額を下回ることはないものとする。（計算の結果６０％未満とな　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　る場合は、修正後転換価額は当初の転換価額の６０％に当たる額とする　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　⑶　転換価額の調整　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　転換価額は、当社が本社債発行後、時価を下回る払込金額で新株式を発　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　行する場合、次の算式により調整される。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新発行　　　１株当り　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式数　×　払込金額　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数　＋　────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　調整後　　　　調整前　　　　　　　　　　　　　　１株当り時価　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　転換価額　＝　転換価額　×─────────────────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行　　　新発行　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式数　＋　株式数　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　また、転換価額は、株式の分割・併合、時価を下回る当初転換価額もし　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　くは当初行使価額での転換社債もしくは新株引受権付社債の発行、その　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　他一定の場合のも適宜調整される。　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　さらに、当社が平成１３年９月１日以降に新たに新株式または転換社債　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　もしくは新株引受権付社債を発行する場合で、その払込金額が⒜当該新　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　株式または転換社債もしくは新株引受権付社債の発行日に有効な本社債　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　の転換価額、または⒝当社普通株式の時価、のうちいずれか高い方の額　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　を下回る場合にも、本社債の転換価額は適宜調整される。ただし、法律　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　上認められない限り、転換価額は当社額面普通株式の額面金額を下回ら　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　ないものとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換によって発行すべき株式の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　額面普通株式（現在１株の額面金額５０円）　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　転換の請求をすることのできる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　２００１年９月３日から２００６年６月２９日まで　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債の金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　金１千万円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　各転換社債につき払い込んだ金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　全額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　本社債は、これを株式に転換することができる。　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１３年　９月　７日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１４年１１月３０日全部転換　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃新株の引受権の行│第２４回総会で決議された新株の引受権行使により発行すべき株式新株の引　　　┃ 
┃使により発行すべ│受権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃き株式　　　　　│　目的たる株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１株の金額５０円の額面普通株式　５万７０００株　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権利付与日の属する月の前の月の各日（取引が成立しない日を除く）の日本　┃ 
┃　　　　　　　　│　　証券業協会が公表する当社額面普通株式の午後３時現在における売買取引値　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（終値）の平均値に１．０２５を乗じた価格とする。ただし、権利付与日の　┃ 
┃　　　　　　　　│　　前日の終値（当日取引がない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回らな　┃ 
┃　　　　　　　　│　　い価額とし、また１円未満の端数は切り上げる　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、株式分割または株式併合を行なう場合、次の算式により発行価額を調　┃ 
┃　　　　　　　　│　　整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　調整後発行価額　＝　調整前発行価額　×　────────────　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率　　　　┃ 



┃　　　　　　　　│　　また、他社との吸収合併または新設合併を行なう場合、会社は必要と認める　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発行価額の調整を行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株の引受権を行使することのできる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１４年７月１日から平成１７年６月３０日まで　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１１年　７月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１５年６月２７日第２４回総会で決議された新株の引受権行使により発行　┃ 
┃　　　　　　　　│　すべき株式新株の引受権の目的たる株式消滅　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１５年１２月　５日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│第２５回総会で決議された新株の引受権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　目的たる株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　１株の金額５０円の額面普通株式　７４万株　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　発行価額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　権利付与日の属する月の前の月の各日（取引が成立しない日を除く）の日本　┃ 
┃　　　　　　　　│　　証券業協会が公表する当社額面普通株式の午後３時現在における売買取引値　┃ 
┃　　　　　　　　│　　（終値）の平均値に１．３を乗じた価格とする。ただし、権利付与日の前日　┃ 
┃　　　　　　　　│　　の終値（当日取引がない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回らない価　┃ 
┃　　　　　　　　│　　格とし、また１円未満の端数は切り上げる。　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　なお、株式分割または株式併合を行なう場合、次の算式により発行価格を調　┃ 
┃　　　　　　　　│　　整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　調整後発行価格＝調整前発行価格×───────────　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　また、他社との吸収合併または新設合併を行なう場合、会社は必要と認める　┃ 
┃　　　　　　　　│　　発行価格の調整を行なう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　新株の引受権を行使することのできる期間　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　平成１３年１月１日から平成１８年６月３０日まで　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┌─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　│平成１２年　７月２４日登記┃ 
┃　　　　　　　　├───────────────────────┴─────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１３年３月３０日第２５回総会で決議された新株の引受権の目的たる株式　┃ 
┃　　　　　　　　│　消滅　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１３年　６月１３日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃取締役会設置会社│　取締役会設置会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃に関する事項　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１７年法律第８７号第１┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６条の規定により平成１８┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　５月　１日登記　　　　┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃監査役設置会社に│　監査役設置会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃関する事項　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１７年法律第８７号第１┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６条の規定により平成１８┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　５月　１日登記　　　　┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃監査役会設置会社│　監査役会設置会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃に関する事項　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┠────────┼─────────────────────────────────────┨ 
┃会計監査人設置会│　会計監査人設置会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　┃ 
┃社に関する事項　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年　５月１９日登記┃ 
┣━━━━━━━━┿━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┫ 
┃登記記録に関する│　平成１０年６月２９日東京都世田谷区玉川二丁目２４番９号から本店移転　　　┃ 
┃事項　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１０年　７月１０日登記┃ 
┃　　　　　　　　├─────────────────────────────────────┨ 
┃　　　　　　　　│　平成１８年７月２９日東京都千代田区紀尾井町４番１号に本店移転　　　　　　┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年　９月１３日登記┃ 
┃　　　　　　　　│　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年　９月１３日閉鎖┃ 
┗━━━━━━━━┷━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 
　＊下線のあるものは抹消事項であることを示す。


